
 

 新 旧 対 照 表 

第１ 「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）                  （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

                                           

省  略  用  語  例 
 
 ・・・・・ 

 ・・・・・ 

 ・・・・・ 

（削 除） 

   

 ・・・・・ 

（削 除） 

 

 

 

措置法第３７条の１０《株式等に係る譲渡所得等の課税の特例》

関係 
 

 

（株式等に係る譲渡所得等の金額の計算） 

37の10－３ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

⑶ ・・・・・。 

 

 

⑷ ・・・・・。 

⑸ 所得税法第71条《雑損失の繰越控除》第１項に規定する雑損失の金額(37の10－４

において「雑損失の金額」という。)がある場合には、・・・・・。 

 (注) 上記⑴から⑶までの計算に当たっては、・・・・・。 

                                           

省  略  用  語  例 
 
  ・・・・・ 

  ・・・・・ 

 ・・・・・ 

特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例・・・・・措法第37条の13の３第１項に規定 

する特例をいう。          

  ・・・・・ 

 特定上場株式等に係る譲渡所得等の非課税・・・・・・措法第37条の14第１項に規定する 

               特例をいう。 

 
 
措置法第３７条の１０《株式等に係る譲渡所得等の課税の特例》

関係 
 

 

（株式等に係る譲渡所得等の金額の計算） 

37の10－３ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

⑶ ・・・・・。 

⑷ 「特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例」の適用を受ける場合には、当該

特例を適用する。 

⑸ ・・・・・。 

⑹ 所得税法第71条《雑損失の繰越控除》第１項に規定する雑損失の金額がある場合

には、・・・・・。 

(注) 上記⑴から⑷までの計算に当たっては、・・・・・。 
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改     正     後 改     正     前 

   

 

 

① 「上場」 

 措置法第37条の11第１項各号に掲げる上場株式等の譲渡に該当するもの 

 

② 「未公開」 

 上記①以外の株式等の譲渡に該当するもの 

 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の分割の場合） 

37の10－25 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

  ・・・・・  

 (注) ・・・・・。 

 ・・・・・ 

(注) ・・・・・。 

  ・・・・・ 

 ・・・・・。 

  ・・・・・ 

⑵ ・・・・・。 

  ・・・・・ 

・・・・・  

 ⑶ 法人税法第２条第12号の９に規定する分割型分割に係る分割法人が措置法第37条の10

第３項第２号に規定する法人の分割に際し株主に対し交付しなければならない株式に一

株に満たない端数が生じたため、その端数に応じて株主に金銭が交付された場合における

措置法第37条の10第３項第２号の規定の適用については、所基通57の４－１《一株に満た

ない数の株式の譲渡等による代金が交付された場合の取扱い》に準じて取り扱う。 

 

 

 

 

① 「公開等」 

「特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例」の適用がある株式等の譲渡に

該当するもの 

② 「上場」 

措置法第37条の11第１項各号に掲げる上場株式等の譲渡（上記①に該当するも

のを除く。）に該当するもの 

③ 「未公開」 

上記①及び②以外の株式等の譲渡に該当するもの 

 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の分割の場合） 

37の10－25 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

  ・・・・・ 

 (注) ・・・・・。 

・・・・・ 

(注) ・・・・・。 

  ・・・・・ 

・・・・・。 

  ・・・・・ 

⑵ ・・・・・。 

 ・・・・・ 

・・・・・ 
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改     正     後 改     正     前 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－資本の払戻し等の場合） 

37の10－26 ・・・・・。 

 ・・・・・ 

・・・・・  

(注) ・・・・・、次により計算した割合（資本の払戻し等を行った法人の当該資本の払

戻し等の直前の資本金等の額又は連結個別資本金等の額（以下この項において「直

前資本金額等」という。）が零以下である場合には零と、直前資本金額等が零を超

え、かつ、次に掲げる算式の分母の金額が零以下である場合又は直前資本金額等が

零を超え、かつ、残余財産の全部の分配を行う場合には１とし、・・・・・。 

 ・・・・・ 

 ・・・・・。 

 ・・・・・ 

 

（合計所得金額等の計算） 

37の10－28 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。この場合の株式等に係る譲渡所得等の金額は、「特定投資株式の取

得に要した金額の控除等の特例」を適用した後の金額による。 

 

 

⑵ ・・・・・。 

 

 

措置法第３７条の１１の２《平成１３年９月３０日以前に取得 
した上場株式等の取得費の特例》関係 

 
 
(合併等による上場株式等の取得の基因となった株式等が上場株式等でない場合) 

37の11の２－１ ・・・・・、居住者等が措置法第37条の11の２第２項第３号に規定する

合併、措置法令第25条の10第４項に規定する法人の分割又は同条第５項各号に規定する

事由により取得した上場株式等（措置法第37条の14の２第１項から第３項までの規定の

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－資本の払戻し等の場合） 

37の10－26 ・・・・・。 

 ・・・・・ 

・・・・・ 

(注) ・・・・・、次により計算した割合（資本の払戻し等を行った法人の当該資本の払

戻し等の直前の資本金等の額又は連結個別資本金等の額が零以下である場合には零

と、当該直前の資本金等の額又は連結個別資本金等の額が零を超え、かつ、次に掲

げる算式の分母の金額が零以下である場合には１とし、・・・・・。 

  

・・・・・  

・・・・・。 

 ・・・・・ 

 

（合計所得金額等の計算） 

37の10－28 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。この場合の株式等に係る譲渡所得等の金額は、次の特例等を順次適

用した後の金額による。 

① 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例」 

② 「特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例」 

⑵ ・・・・・。 

 

 

措置法第３７条の１１の２《平成１３年９月３０日以前に取得 
した上場株式等の取得費の特例》関係 

 
 
(合併等による上場株式等の取得の基因となった株式等が上場株式等でない場合) 

37の 11の２－１ ・・・・・、居住者等が措置法第37条の11の２第２項第３号に規定する 

合併、措置法令第25条の10第４項に規定する法人の分割又は同条第５項各号に規定する

事由により取得した上場株式等（措置法第37条の14の２第１項から第３項までの規定の
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改     正     後 改     正     前 

適用がある場合における外国合併親法人株式（同条第１項に規定する特定合併により取得

した同項に規定する外国合併親法人株式をいう。）、外国分割承継親法人株式（措置法第

37条の14の２第２項に規定する特定分割型分割により取得した同項に規定する外国分割承

継親法人株式をいう。）又は外国株式交換完全支配親法人株式（措置法第37条の14の２

第３項に規定する特定株式交換により取得した同項に規定する外国株式交換完全支配親法

人株式をいう。）を除く。）は、・・・・・。 

 

（平成13年９月30日以前から引き続き所有していた上場株式等） 

37の11の２－５ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

・・・・・ 

⑷ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

⑸ 措置法令第25条の10第５項第２号から第７号までに規定する「事由」により取得

した上場株式等 

・・・・・ 

 

 

措置法第３７条の１１の３《特定口座内保管上場株式等の譲渡 
等に係る所得計算等の特例》関係 

 

 

（特定口座内保管上場株式等の譲渡による取得費等の額の計算） 

37の11の３－１ ２回以上にわたって取得した同一銘柄の特定口座内保管上場株式等の

譲渡による所得の計算上、必要経費に算入する売上原価の額又は取得費の額（以下37

の11の３－４までにおいて「取得費等の額」という。）の計算については、・・・・・。

適用がある場合における外国合併親法人株式（同条第１項に規定する特定合併により取得

した同項に規定する外国合併親法人株式をいう。37の14－11において同じ。）、外国分割

承継親法人株式（措置法第37条の14の２第２項に規定する特定分割型分割により取得し

た同項に規定する外国分割承継親法人株式をいう。37の14－11において同じ。）又は外国

株式交換完全支配親法人株式（措置法第37条の14の２第３項に規定する特定株式交換に

より取得した同項に規定する外国株式交換完全支配親法人株式をいう。37の14－11におい

て同じ。）を除く。）は、・・・・・。 

 

（平成13年９月30日以前から引き続き所有していた上場株式等） 

37の11の２－５ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

・・・・・ 

⑷ ・・・・・ 

・・・・・ 

⑸ 措置法令第25条の10第５項第２号から第６号までに規定する「事由」により取得

した上場株式等 

・・・・・ 

 

 

措置法第３７条の１１の３《特定口座内保管上場株式等の譲渡

等に係る所得計算等の特例》関係 
 

 

（特定口座内保管上場株式等の譲渡による取得費等の額の計算） 

37の11の３－１ ２回以上にわたって取得した同一銘柄の特定口座内保管上場株式等の

譲渡による所得の計算上、必要経費に算入する売上原価の額又は取得費の額（以下37

の11の３－３までにおいて「取得費等の額」という。）の計算については、・・・・・。 
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改     正     後 改     正     前 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱い等の準用） 

37の11の３－６ 特定口座内保管上場株式等の譲渡による譲渡所得等の金額の計算、信

用取引等（措置法第37条の11の３第２項に規定する信用取引又は発行日取引をいう。37の11

の４－１において同じ。）に係る上場株式等の譲渡による雑所得等の金額の計算等につ

いては、・・・・・。 

 

 

措置法第３７条の１１の４《特定口座内保管上場株式等の譲渡 

による所得等に対する源泉徴収等の特例》関係 

 

 

（特定口座源泉徴収選択届出書の提出期限） 

37の11の４－１ 措置法第37条の11の４第１項に規定する特定口座源泉徴収選択届出書の提

出期限は、その年最初の当該特定口座に係る特定口座内保管上場株式等の譲渡に係る決済が

行われた日(以下この項において「決済日」という。)又は当該特定口座において処理された

上場株式等の信用取引等につきその年最初に差金決済を行う時のうちいずれか早い時とな

ることに留意する。 

 

 (注) １ ・・・・・。 

  ２ ・・・・・。 

 

 

措置法第３７条の１３《特定中小会社が発行した株式の取得に 
要した金額の控除等》関係 

 

 

（払込みにより取得した者から贈与等により取得した場合） 

37の13－１ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例」は、措置法第37条の13

第１項に規定する特定株式（以下37の13－３までにおいて「特定株式」という。）を

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱い等の準用） 

37 の 11 の３－６ 特定口座内保管上場株式等の譲渡による譲渡所得等の金額の計算、信

用取引等に係る上場株式等の譲渡による雑所得等の金額の計算等については、・・・・・。 

 

 

 

 

措置法第３７条の１１の４《特定口座内保管上場株式等の譲渡 

による所得等に対する源泉徴収等の特例》関係 

 

 

（特定口座源泉徴収選択届出書の提出期限） 

37の11の４－１ 措置法第37条の11の４第１項に規定する特定口座源泉徴収選択届出書の提

出期限は、その年最初の当該特定口座に係る特定口座内保管上場株式等の譲渡に係る決済が

行われた日(以下この項において「決済日」という。)又は当該特定口座において処理された

上場株式等の信用取引等（措置法第37条の11の３第２項に規定する信用取引又は発行日取引

をいう。以下この項において同じ。）につきその年最初に差金決済を行う時のうちいずれか

早い時となることに留意する。 

 (注) １ ・・・・・。 

  ２ ・・・・・。 

 

 

措置法第３７条の１３《特定中小会社が発行した株式の取得に

要した金額の控除等》関係 
 

 

（払込みにより取得した者から贈与等により取得した場合） 

37の13－１ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例」は、措置法第37条の13

第１項に規定する特定株式（以下37の13の３－２までにおいて「特定株式」という。）
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改     正     後 改     正     前 

払込みにより取得した者に限り適用があるため、・・・・・。 

なお、「特定投資株式が株式としての価値を失った場合の特例」及び「特定投資株

式に係る譲渡損失の繰越控除」の規定の適用についても同様である。 

 

 

（控除対象額の控除の順序） 

37の13－４ 控除対象額の控除は、措置法令第25条の12第２項に規定するところにより行う

のであるが、同項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金額が37の10－３の注書きに定める

「上場」又は「未公開」の２つの譲渡区分に係る金額からなっている場合の当該控除対象額

の控除は、「上場」に係る金額から先に行うのであるから留意する。 

 

 

 

（廃 止） 
 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を払込みにより取得した者に限り適用があるため、・・・・・。 

なお、「特定投資株式が株式としての価値を失った場合の特例」、「特定投資株式

に係る譲渡損失の繰越控除」及び「特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例」の

規定の適用についても同様である。 

 

（控除対象額の控除の順序） 

37の13－４ 控除対象額の控除は、措置法令第25条の12第２項に規定するところにより行う

のであるが、同項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金額が２以上の譲渡区分(37の10－

３の注書きに定める「公開等」、「上場」又は「未公開」の区分をいう。)に係る金額からな

っている場合の当該控除対象額の控除は、「公開等」に係る金額、「上場」に係る金額又は「未

公開」に係る金額の順に行うのであるから留意する。 

 

 

 措置法第３７条の１３の３《特定中小会社が発行した株式に係る 
譲渡所得等の課税の特例》関係 

 

 

（特例対象特定株式に該当するかどうかの判定） 

37の13の３－１ 措置法第37条の13の３第１項の規定の適用対象となる特定株式とは、居

住者等が平成12年４月１日（同法第37条の13第１項第２号又は第３号に定める株式に

該当する場合には平成16年４月１日とし、同項第４号に定める株式に該当する場合に

は平成17年４月１日とする。）から特定株式の譲渡（措置法第37条の13の３第１項に

規定する譲渡をいう。以下この項において同じ。）をした日の３年前の日の前日（同

日が平成21年４月１日以後の日であるときには、同年３月31日）までの期間内に払込

みにより取得をした特定株式で、その譲渡の日においてその取得をした日の翌日から

引き続き所有していた期間が３年を超えるものをいう（以下この項において当該特定

株式を「特例対象特定株式」という。）のであるが、居住者等が特例対象特定株式を

有している場合において、当該居住者等がその有する同一銘柄株式（当該払込みによ

り取得した特定株式、払込み以外の方法により取得をした当該特定株式又は当該特定

株式と同一銘柄の株式で特定株式に該当しないものをいう。この項において同じ。）
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改     正     後 改     正     前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃  止） 
 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のうちの一部を譲渡したときの当該譲渡した株式が特例対象特定株式に該当するかど

うかの判定については、次の点に留意する。 

⑴ 当該譲渡をした時の直前における特定残株数が、当該特例対象特定株式数を超え

る場合には、当該特定残株数は、当該超える数を当該特定残株数から控除した数と

され、この場合の当該控除した数に係る当該特定残株数は、当該特例対象特定株式

に係るものとされること。 

⑵ 当該譲渡をした時の直前における特定残株数が、当該特例対象特定株式数を超え

ない場合には、当該特定残株数は、当該特例対象特定株式に係るものとされること。 

 

 

措置法第３７条の１４《特定上場株式等に係る譲渡所得等の非

課税》関係 
 

 

（租税特別措置法等の一部を改正する法律附則第１条ただし書に規定する日） 

37の14－１ 措置法第37条の14第１項に規定する「租税特別措置法等の一部を改正する法

律附則第１条ただし書に規定する日」とは、平成13年11月30日であるので、同項の規

定の対象となる上場株式等の取得期間は、平成13年11月30日から平成14年12月31日ま

での期間（以下「取得期間」という。）であることに留意する。 

 

（非課税とする特定上場株式等の選択と所得計算上の取得費） 

37の14－２ 「特定上場株式等に係る譲渡所得等の非課税」の規定を適用しようとする特

定上場株式等の選択は、措置法令第25条の13の２第４項の規定により取得期間内に取得

をしたものとされる特定上場株式等（措置法第37条の14第１項に規定する特定上場株式

等をいう。以下同じ。）の取得対価の額に基づいて行うこととなるが、当該選択をした

特定上場株式等と同一銘柄の上場株式等で当該選択をしなかったものがある場合にお

いて、当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上必要経費又は取得費に算入する

金額は、当該選択をした特定上場株式等を含む同一銘柄の上場株式等について、所得税

法令第105条第１項第１号に規定する総平均法又は同令第118条に規定する総平均法に

準ずる方法により計算した金額によることに留意する。 
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改     正     後 改     正     前 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

（取得対価の額） 

37の14－３ 措置法第37条の14第１項に規定する「取得対価の額」とは、次のとおりであ

ることに留意する。 

⑴ 購入した特定上場株式等については、その購入の代価の額をいい、当該購入に係

る委託手数料等を含まない。 

⑵ 払込みにより取得をした特定上場株式等については、その払い込んだ金額をいい、

当該払込みによる取得のために要した費用の額を含まない。 

⑶ 上場株式等償還特約付社債の償還により取得した特定上場株式等については、37

の10－９に定める価額をいう。 

⑷ 金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使又は義務の

履行により取得した特定上場株式等については、次の区分ごとにそれぞれに掲げる

ところによる。 

イ いわゆるコ－ルオプションの買方が当該オプションの権利の行使により取得を

した場合 

当該オプションの権利の行使により支出した金額に支払オプション料を加算し

た金額をいい、一連の取引に関連して支出した委託手数料（当該委託手数料に係

る消費税及び地方消費税を含む。）を含まない。 

ロ いわゆるプットオプションの売方が当該オプションの義務の履行により取得を

した場合 

当該オプションの義務の履行により支出した金額から受取オプション料を控

除した金額をいい、一連の取引に関連して支出した委託手数料（当該委託手数料

に係る消費税及び地方消費税を含む。）を含まない。 

 

（購入の範囲） 

37の14－４ 措置法第37条の14第１項に規定する「購入」とは、同条第２項、措置法令第

25条の13の２第２項第４号及び措置法規則第18条の15の４第３項の規定により、証券

業者（所得税法等の一部を改正する法律（平成19年法律第６号）第12条の規定による

改正前の法第37条の14第１項第１号に規定する証券業者をいう。以下37の14－14まで

において同じ。）、銀行若しくは登録金融機関（証券取引法等の一部を改正する法律

（平成18年法律第65号。次項において「証券取引法等改正法」という。）第３条の規
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改     正     後 改     正     前 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

定による改正前の証券取引法（37の14－14において「旧証券取引法」という。）第65

条の２第３項に規定する登録金融機関をいう。次項及び37の14－14において同じ。）

への買付けの委託による購入又は証券業者からの購入に係るもので取得対価の額を証

する書類が交付されるものに限られるので、証券業者以外の者との相対により購入し

た上場株式等は、同項の規定の適用がないことに留意する。 

 

（払込みの範囲） 

37の14－５ 措置法第37条の14第１項に規定する「払込み」とは、同条第２項、措置法令

第25条の13の２第２項第４号及び措置法規則第18条の15の４第３項の規定により、証

券業者が取り扱う上場株式等の発行に係る募集に応じて行う払込み、登録金融機関が

取り扱う上場株式等の発行に係る募集に応じて行う払込み、投資信託委託業者（証券

取引法等改正法第５条の規定による改正前の投資信託及び投資法人に関する法律（37

の14－14において「旧投資信託法」という。）第２条第18項に規定する投資信託委託

業者をいう。37の14－14において同じ。）が自ら設定した特定株式投資信託又は特定

不動産投資信託の受益権の発行に係る募集に応じて行う払込み又は上場株式等の発行

につき銀行又は信託会社がその払い込まれるべき額の全部の払込みを取り扱うことと

されている場合の当該発行に係る払込みで、取得対価の額を証する書類が交付される

ものに限られるが、措置法令第25条の13の２第２項第１号から第３号までの規定によ

り、次に掲げる取得に係るものは除かれることに留意する 

⑴ 措置法第29条の２第１項に規定する特定新株予約権等を同項本文の規定の適用を

受けて行使することによる当該特定新株予約権等に係る上場株式等の取得 

⑵ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）第64

条の規定による改正前の商法第280条ノ２の規定による新株の発行（同条第２項の規

定の適用を受ける場合に限る。）がされた場合における当該発行に係る払込みによる

上場株式等の取得 

⑶ 株式と引換えに払い込むべき額が有利な金額で上場株式等の発行がされた場合に

おける当該発行に係る払込みによる上場株式等の取得 

 

（新株予約権付社債のその新株予約権の行使による取得の範囲） 

37の14－６ 措置法令第25条の13の２第３項の規定により、「特定上場株式等に係る譲渡

所得等の非課税」の規定の対象となる「取得」に含まれる新株予約権付社債のその新
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改     正     後 改     正     前 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株予約権の行使及び転換社債のその転換権の行使による上場株式等の取得は、措置法

規則第18条の15の４第３項第３号の規定により、新株予約権付社債等の取得、保管及

び新株予約権の行使の全部を同一の証券業者が行った場合に限られることに留意す

る。 

 

（非課税とする譲渡の選択） 

37の14－７ 「特定上場株式等非課税適用選択申告書」における特定上場株式等の選択は、

措置法令第25条の13の２第４項の規定により取得期間内に取得をしたものとされる特

定上場株式等の譲渡であれば、その取得の順序にかかわらず、取得対価の額が非課税

適用購入限度額に達するまでの範囲内で、選択することができるので、例えば、取得

対価の額の低いものから先に選択することができることに留意する。 

 

（１株に満たない株式等の非課税選択） 

37の14－８ 「特定上場株式等非課税適用選択申告書」における特定上場株式等の選択は、

原則として、１株（口）単位による。ただし、次に掲げる場合には、１株（口）に満

たない特定上場株式等について、選択して差し支えない。 

⑴ その１株を選択することにより非課税適用購入限度額（1,000万円）を超えること

となる場合 

⑵ 従業員持株会（民法上の組合形態のものに限る。）等の積立型累積投資により取

得している場合 

 

（譲渡損失の生じているものを非課税選択した場合の選択替え等） 

37の14－９ 「特定上場株式等非課税適用選択申告書」における特定上場株式等の選択は、

当該選択に係る特定上場株式等の譲渡に譲渡損失が生じている場合においても、当該

選択を変更することはできないことに留意する。この場合、当該選択に係る特定上場

株式等の譲渡による損失の金額は、株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除して

も差し支えない。 

なお、当該損失の金額を控除してないときには、次により当該損失の金額を控除す

ることができる。 

⑴ 既に申告書を提出している場合 通則法第23条第１項による更正の請求 

⑵ 申告書を提出していない場合 当該損失の金額を控除する旨を記載した申告書の
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改     正     後 改     正     前 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出 

 

（「特定上場株式等非課税適用選択申告書」を重ねて提出できる場合における追加選択） 

37の14－10 「特定上場株式等非課税選択適用申告書」により選択をした上場株式等が特

定上場株式等に該当しないものであった場合又は特定上場株式等の取得対価の額とし

て記載した金額が過大であった場合には、措置法令第25条の13の２第15項の規定によ

り、「特定上場株式等非課税適用選択申告書」を重ねて提出することができるが、こ

の重ねて提出する「特定上場株式等非課税選択適用申告書」における特定上場株式等

の選択は、次による。 

⑴ 当初において選択した特定上場株式等に該当する上場株式等については、選択を

変更することはできない。 

⑵ 当初選択したものに特定上場株式等に該当しないものがあったこと又は当初記載

した取得対価の額が過大であったことにより、当初その年分において非課税の適用

を選択した特定上場株式等の取得対価の額の合計額が減少することとなる部分の取

得対価の額については、その年分の他の特定上場株式等から追加して選択するもの

とする。その年分に他の特定上場株式等がない場合又は当該年分の他の特定上場株

式等を選択してもなお当該「減少することとなる部分の取得対価の額」に相当する

特定上場株式等を選択しきれない場合には、その翌年以降の年分（平成19年分まで

に限る。）から順次選択を行うものとする。 

 

（取得期間内に取得をした上場株式等の判定） 

37の14－11 取得期間内に取得をしたものとされる上場株式等に該当するかどうかの判

定は、措置法令第25条の13の２第４項の規定によるが、この場合に、次に掲げる事由

により取得し引き続き所有していたものとみなされる上場株式等（措置法第37条の14

の２第１項から第３項までの規定の適用がある場合における外国合併親法人株式、外

国分割承継親法人株式又は外国株式交換完全支配親法人株式を除く。）については、

次に掲げる事由の区分に応じそれぞれ次に定める日を当該上場株式等の取得の日とみ

なして判定を行うことに留意する。 

⑴ 同条第５項第１号に規定する株式の分割又は併合により取得した上場株式等 

その株式の分割又は併合により取得した上場株式等のその取得の基因となった株

式等の取得の日 
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改     正     後 改     正     前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

⑵ 同条第５項第２号に規定する株式無償割当てにより取得した上場株式等 

その株式無償割当てにより取得した上場株式等のその取得の基因となった株式等

の取得の日 

⑶ 同条第５項第３号に規定する「法人の合併」により取得した上場株式等（合併法

人の株式又は合併親法人の株式） 

その法人の合併により取得した合併法人の株式又は合併親法人の株式のその取得

の基因となった被合併法人の株式の取得の日 

⑷ 同条第５項第４号に規定する「投資信託の併合」により取得した上場株式等 

その投資信託の併合により取得した新たな投資信託の受益権のその取得の基因と

なった投資信託の受益権の取得の日 

⑸ 同条第５項第５号に規定する「法人の分割」により取得した上場株式等（分割承

継法人の株式又は分割承継親法人の株式） 

その法人の分割により取得した分割承継法人の株式又は分割承継親法人の株式の

その取得の基因となった分割法人の株式の取得の日 

⑹ 同条第５項第６号に規定する株式交換により取得した上場株式等（株式交換完全

親法人の株式又は株式交換完全親法人の親法人の株式） 

その株式交換により取得した株式交換完全親法人の株式又は株式交換完全親法人

の親法人の株式のその取得の基因となった株式の取得の日 

⑺ 同条第５項第６号に規定する株式移転により取得した上場株式等（株式移転完全

親法人の株式） 

その株式移転により取得した株式移転完全親法人の株式のその取得の基因となっ

た株式の取得の日 

⑻ 同条第５項第７号に規定する取得事由の発生又は取得決議により取得した上場株

式等 

その取得事由の発生又は取得決議により取得した株式のその取得の基因となった

株式（取得条項付株式又は全部取得条項付種類株式）の取得の日 

 

（取得期間内に取得した者から相続等により取得した場合） 

37の14－12 「特定上場株式等に係る譲渡所得等の非課税」は、措置法第37条の14第１項

に規定する取得をした者が同項に規定する譲渡をした場合に限り適用があるため、取

得期間内に特定上場株式等を取得した者から相続、贈与又は遺贈により当該特定上場
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改     正     後 改     正     前 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（廃 止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式等を取得した者が、平成17年から19年までの間に当該上場株式等を譲渡しても同

項の規定の適用はないことに留意する。 

 

（電子デ－タにより交付された取得対価の額を証する書類） 

37の14－13 措置法第37条の14第２項に規定する「取得対価の額を証する書類」が、当該

書類を交付する者から電子デ－タにより交付を受けた場合には、当該電子デ－タを印

刷したもの（取得対価の額を証する書類の要件を満たすものに限る。）を当該取得対

価の額を証する書類として差し支えない。 

 

（取得対価の額を証する書類） 

37の14－14 措置法第37条の14第２項に規定する「取得対価の額を証する書類」の内容を

一覧表で示すと別表のとおりとなる。 

 

（特定上場株式等に係る譲渡所得等の非課税の規定の適用を受けようとする者が死亡し

た場合） 

37の14－15 「特定上場株式等に係る譲渡所得等の非課税」の適用を受けようとする者が

特定上場株式等を譲渡した日の属する年の翌年３月15日以前に死亡した場合には、措

置法令第25条の13の２第14項に規定する期限までに、その相続人が「特定上場株式等

非課税適用選択申告書」を提出するのであるが、その提出に当たっては、所得税法令

第263条第１項に規定する事項を記載し、同条第２項及び第３項に規定するところによ

り提出する。 

 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱いの準用） 

37の14－16 措置法第37条の14の規定の適用に当たっては、37の10－８及び37の11－１の

取扱いを準用する。 
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改     正     後 改     正     前 

 

附 則 

 

（経過的取扱い…特定中小会社が発行した株式に係る譲渡所得等の課税の特例についての取

扱い） 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 20 年法律第 23 号）附則第 48 条の規定により、

なおその効力を有するものとされる同法第８条の規定による改正前の租税特別措置法第 37

条の 13 の３《特定中小会社が発行した株式に係る譲渡所得等の課税の特例》の規定の適用

に関する取扱いについては、この法令解釈通達による改正前の取扱いの例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 
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 改     正     後 改     正     前 

（廃止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 

 

○ 取得対価の額を証する書類（措規18の15の４③） 

区  分 作成する者 取得対価の額を証する書類 記載を要する事項 

イ 証券業者

への買付け

の委託によ

る購入 

証 券 業 者

等 

当該購入につき作成され

た取引報告書(※１)、取引

残高報告書(※２)「その他

これらに類する書類」 

①購入年月日、②銘

柄、③数、④購入金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥購入に係る有価

証券市場の名称、⑦そ

の他の事項 

ロ 銀行(登録

金融機関を

除く。)への

買付けの委

託による購

入 

顧客の書面

による注文

を受けて行

うもの(旧

証券取引法

65①ただし

書) 

銀行等 当該購入につき作成され

たイの場合の書類に相当

する書類(当該銀行が作成

したものに限る)「その他

これに類する書類」 

― 

ハ 登録金融

機関への買

付けの委託

による購入 

登 録 金 融

機関等 

当該購入につき作成され

た取引報告書(※３)、取引

残高報告書(※４)「その他

これらに類する書類」 

①購入年月日、②銘

柄、③数、④購入金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥購入に係る有価

証券市場の名称、⑦そ

の他の事項 

購 
 
 
 
 
 

入 

ニ 証券業者

からの購入 

証 券 業 者

等 

当該購入につき作成され

た取引報告書(※１)、取引

残高報告書(※２)「その他

これらに類する書類」 

①購入年月日、②銘

柄、③数、④購入金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥その他の事項 

 イ 証券業者 証 券 業 者 当該払込みにつき作成さ ①払込年月日、②銘 

 

―
 1

6
 ―

 



 

 

 改     正     後 改     正     前 

 

 が取扱う上

場株式等の

発行に係る

募集に応じ

て行う払込

み 

等 れた取引残高報告書(※２)

「その他これに類する書

類」 

柄、③数、④払込金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥その他の事項 

ロ 登録金融

機関が取扱

う上場株式

等の発行に

係る募集に

応じて行う

払込み 

登 録 金 融

機関等 

当該払込みにつき作成され

た取引残高報告書(※４)

「その他これに類する書

類」 

①払込年月日、②銘

柄、③数、④払込金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥その他の事項 

ハ 投資信託

委託業者が

自ら設定し

た特定株式

投資信託又

は特定不動

産投資信託

の受益権の

発行に係る

募集に応じ

て行う払込

み 

投 資 信 託

委 託 業 者

( 証 券 業

者、登録金

融 機 関 を

除く。)等

当該払込みにつき作成され

た取引報告書(※５)「その

他これに類する書類」 

①払込年月日、②銘

柄、③数、④払込金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥その他の事項 
払 

 
 

込 
 
 

み 
ニ 上場株式

等の発行に

つき銀行又

は信託会社

がその発行

価額の全額

の払込みを

取り扱うこ

ととされて

いる場合の

銀行・信託

会社等 

当該払込みにつき作成され

た上場株式等の「取得対価

の額を証する書類」(当該銀

行又は信託会社が作成した

ものに限る)「その他これに

類する書類」 

①払込年月日、②銘

柄、③数、④払込金額、

⑤取得者の氏名・住

所、⑥当該払込みによ

る特定上場株式等の

取得が措令25の13の

２②一～三に掲げる

取得に該当しない旨、

⑦その他の事項 

 

―
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7
 ―

 



 

 

 改     正     後 改     正     前 

 

区  分 作成する者 取得対価の額を証する書類 記載を要する事項 

当該発行に

係る払込み

   

権利行使に係る

請求による上場

株式等の取得 

新株予約権付

社債又は転換

社債の取得、

保管及び請求

の全てを同一

の証券業者が

行った場合 

証券業者 当該権利行使に係る請求に

より取得した上場株式等の

「取得対価の額を証する書

類」 

①取得年月日、②銘

柄、③数、④新株予約

権付社債又は転換社

債及び上場株式等の

取得に要した金額、⑤

取得者の氏名・住所、

⑥その他の事項 

上場株式等償還

特約付社債の償

還による上場株

式等の取得 

証券業者 当該償還により取得した上

場株式等の「取得対価の額

を証する書類」 

①取得年月日、②銘

柄、③数、④当該償還

の日における当該上

場株式等の価格に相

当する金額、⑤取得者

の氏名・住所、⑥その

他の事項 

旧証券取引法第

２条第22項に規

定する有価証券

オプション取引

の権利の行使又

は義務の履行に

よる上場株式等

の取得 

証 券 業 者

等 

当該権利の行使又は義務の

履行につき作成された取引

報告書(※１)、取引残高報

告書(※２)、「これらに相

当する書類」 

①取得年月日、②銘

柄、③数、④当該上場

株式等の取得に要し

た金額、⑤取得者の氏

名・住所、⑥その他の

事項 

 

(注) 証券業者：証券会社（旧証券取引法２⑨）及び外国証券会社（証券取引法等の一部

を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年

法律第66号）第１条の規定による廃止前の外国証券業者に関する法律２

二） 

登録金融機関：銀行、信託会社、保険会社、無尽会社、信用金庫、信用金庫連合会、 

 

―
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 改     正     後 改     正     前 

 

労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信 

用協同組合、信用協同組合連合会、農業協同組合、農業協同組合連

合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、

水産加工業協同組合連合会、証券金融会社その他金融庁長官の指定

するもののうち、内閣総理大臣の登録を受けたもの（旧証券取引法

65の２③、同令１の９） 

投資信託委託業者：内閣総理大臣の認可を受けて投資信託委託業（業として委託者

指図型投資信託の委託者となること）を営む者（旧投資信託法

２⑯、⑱、６） 

※１ 旧証券取引法第41条に規定する取引報告書 

※２ 金融商品取引業等に関する内閣府令附則第６条の規定による廃止前の証券会

社に関する内閣府令（平成10年総理府・大蔵省令第32号）別表第８に規定する取

引残高報告書 

※３ 旧証券取引法第65条の２第５項において準用する旧証券取引法第41条に規定

する取引報告書 

※４ 金融商品取引業等に関する内閣府令附則第６条の規定による廃止前の金融機

関の証券業務に関する内閣府令（平成10年総理府・大蔵省令第35号）別表第16に

規定する取引残高報告書 

※５ 旧投資信託法第27条において準用する旧証券取引法第41条に規定する取引報

告書 
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新 旧 対 照 表 

第２ 「所得税基本通達（法令解釈通達）」                                         （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 
法第３７条《必要経費》関係 
 
 

（林地賦課金） 

37－33 独立行政法人森林総合研究所法（平成 11 年法律第 198 号）附則第７条第３項及

び第９条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律（平成 20 年法

律第８号）の施行後もなおその効力を有するものとされる廃止前の独立行政法人緑資源

機構法第 21 条第１項《賦課金》の規定により受益者が賦課徴収される賦課金（以下 37

－36 までにおいて「受益者が賦課徴収される賦課金」という。）のうち、その受益地

の所有者に対し受益面積に応じて賦課される金額（以下 37－36 において「林地賦課金」

という。）は、・・・・・。 
 

（立木賦課金） 

37－34 受益者が賦課徴収される賦課金のうち、その受益地に生立する山林の所有者に対

しその所有する山林の価額に応じて賦課される金額（以下 37－36 までにおいて「立木

賦課金」という。）は、・・・・・。 

 
 

法第５７条の４《株式交換等に係る譲渡所得等の特例》関係 
 
 
（一株に満たない数の株式の譲渡等による代金が交付された場合の取扱い） 

57の４－１ ・・・・・。 

なお、この場合において、その株主に交付された一株に満たない端数に相当する数の株式

 
法第３７条《必要経費》関係 
 
 

（林地賦課金） 

37－33 独立行政法人緑資源機構法第 21 条第１項《賦課金》の規定により受益者が賦課

徴収される賦課金のうち、その受益地の所有者に対し受益面積に応じて賦課される金額

（以下 37－36 において「林地賦課金」という。）は、・・・・・。 
 
 
 
 
 

（立木賦課金） 

37－34 独立行政法人緑資源機構法第 21 条第１項の規定により受益者が賦課徴収される

賦課金のうち、その受益地に生立する山林の所有者に対しその所有する山林の価額に応

じて賦課される金額（以下 37－36 までにおいて「立木賦課金」という。）は、・・・・・。 
 

 
法第５７条の４《株式交換等に係る譲渡所得等の特例》関係 
 

 

（一株に満たない数の株式の譲渡等による代金が交付された場合の取扱い） 

57の４－１ ・・・・・。 

なお、この場合において、その株主に交付された一株に満たない端数に相当する数の株式

―
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0
 ―

 



 

改     正     後 改     正     前 

については令第167条の７の規定による取得価額の計算が行われ、その上で譲渡があったも

のとして措置法第37条の10、第37条の11、第37条の11の２、第37条の12又は第37条

の12の２の規定が適用されることに留意する。 

・・・・・。 

 
（一に満たない数の株式又は新株予約権の譲渡等による代金が交付された場合の取扱い） 

57の４－２ ・・・・・。 

なお、この場合において、その株主等に交付された一に満たない端数の株式等については

令第167条の７の規定による取得価額の計算が行われ、その上で譲渡があったものとして措

置法第37条の10、第37条の11、第37条の11の２、第37条の12又は第37条の12の２の

規定が適用されることに留意する。 

・・・・・。 

(注) ・・・・・、会社法第167条第３項又は第283条に規定する一株に満たない端数に相当

する部分は、令第167条の７第６項の規定により法第57条の４第３項第１号又は第４号に

規定する取得をする法人の株式に含まれることに留意する。 

・・・・・。 

 

 

法第５８条《固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例》関係 

 

 

（取得資産を譲渡資産の譲渡直前の用途と同一の用途に供したかどうかの判定） 

58－６ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

(注) ・・・・・。 

⑶ 機械及び装置  その機械及び装置の属する減価償却資産の耐用年数等に関する

省令の一部を改正する省令（平成20年財務省令第32号）による改正前の耐用年数省

令別表第２に掲げる設備の種類の区分 

⑷ ・・・・・ 

については令第167条の７の規定による取得価額の計算が行われ、その上で譲渡があったも

のとして措置法第37条の10、第37条の11、第37条の11の２、第37条の12、第37条の

12の２又は第37条の14の規定が適用されることに留意する。 

・・・・・。 

 

（一に満たない数の株式又は新株予約権の譲渡等による代金が交付された場合の取扱い） 

57の４－２ ・・・・・。 

なお、この場合において、その株主等に交付された一に満たない端数の株式等については

令第167条の７の規定による取得価額の計算が行われ、その上で譲渡があったものとして措

置法第37条の10、第37条の11、第37条の11の２、第37条の12、第37条の12の２又は

第37条の14の規定が適用されることに留意する。 

・・・・・。 

(注) ・・・・・、会社法第167条第３項又は第283条に規定する一株に満たない端数に相当

する部分は、令第167条の７第５項の規定により法第57条の４第３項第１号又は第４号に

規定する取得をする法人の株式に含まれることに留意する。 

・・・・・。 

 

法第５８条《固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例》関係 

 

 

（取得資産を譲渡資産の譲渡直前の用途と同一の用途に供したかどうかの判定） 

58－６ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

(注) ・・・・・。 

⑶ 機械及び装置  その機械及び装置の属する耐用年数省令別表第２に掲げる設備 

の種類の区分 

 

⑷ ・・・・・ 

―
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1
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改     正     後 改     正     前 

 

法第５９条《贈与等の場合の譲渡所得等の特例》関係 

 

 

（財産の拠出） 

59－１ 法第 59 条第１項第１号に規定する贈与には、一般財団法人の設立を目的とする財産

の拠出を含むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第５９条《贈与等の場合の譲渡所得等の特例》関係 

 

 

（寄附行為） 

59－１ 法第 59 条第１項第１号に規定する贈与には、財団法人の設立を目的とする寄附行為

を含むものとする。 

 

 

 

―
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新 旧 対 照 表 

第３ 「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）                  （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改    正    前 

 
措置法第３３条《収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税

の特例》関係 
 
 

（収用等又は換地処分等があった日） 

33－７ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ 資産について土地区画整理法第103条第１項《換地処分》（新都市基盤整備法第41

条《換地処分等》及び大都市地域住宅等供給促進法第83条《土地区画整理法の準用》

において準用する場合を含む。）、新都市基盤整備法第40条《一括換地》又は土地

改良法第54条第１項《換地処分》(独立行政法人森林総合研究所法（平成11年法律第

198号）附則第９条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律

（平成20年法律第８号）の施行後もなおその効力を有するものとされる廃止前の独

立行政法人緑資源機構法第16条《土地改良法の準用》又は独立行政法人森林総合研

究所法附則第11条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律の

施行後もなおその効力を有するものとされる森林開発公団法の一部を改正する法律

（平成11年法律第70号）附則第８条の規定による廃止前の農用地整備公団法（昭和

49年法律第43号）第23条《土地改良法の準用》において準用する場合を含む。）の

規定による換地処分があった場合 土地区画整理法第103条第４項（新都市基盤整備

法第41条及び大都市地域住宅等供給促進法第83条において準用する場合を含む。）

又は土地改良法第54条第４項(独立行政法人森林総合研究所法附則第９条第３項の

規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律の施行後もなおその効力を有

するものとされる廃止前の独立行政法人緑資源機構法第16条又は独立行政法人森林

総合研究所法附則第11条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する

法律の施行後もなおその効力を有するものとされる森林開発公団法の一部を改正す

 

措置法第３３条《収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税

の特例》関係 
 
 

（収用等又は換地処分等があった日） 

33－７ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ 資産について土地区画整理法第103条第１項《換地処分》（新都市基盤整備法第41

条《換地処分等》及び大都市地域住宅等供給促進法第83条《土地区画整理法の準用》

において準用する場合を含む。）、新都市基盤整備法第40条《一括換地》又は土地

改良法第54条第１項《換地処分》(独立行政法人緑資源機構法第16条《土地改良法の

準用》において準用する場合を含む。）の規定による換地処分があった場合 

 土地区画整理法第103条第４項（新都市基盤整備法第41条及び大都市地域住宅等供

給促進法第83条において準用する場合を含む。）又は土地改良法第54条第４項（独

立行政法人緑資源機構法第16条において準用する場合を含む。）の規定による換地

処分の公告のあった日の翌日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
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改     正     後 改    正    前 

る法律附則第８条の規定による廃止前の農用地整備公団法第23条において準用する

場合を含む。）の規定による換地処分の公告のあった日の翌日 

⑶ 資産について土地改良法、農業振興地域の整備に関する法律、独立行政法人森林

総合研究所法附則第９条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する

法律の施行後もなおその効力を有するものとされる廃止前の独立行政法人緑資源機

構法、独立行政法人森林総合研究所法附則第11条第３項の規定により独立行政法人

緑資源機構法を廃止する法律の施行後もなおその効力を有するものとされる森林開

発公団法の一部を改正する法律附則第８条の規定による廃止前の農用地整備公団法

又は農住組合法による交換分合が行われた場合 土地改良法第98条第10項又は第99

条第12項《土地改良区の交換分合計画の決定手続》（同法第100条第２項《農業協同

組合等の交換分合計画の決定手続》及び第100条の２第２項《市町村の交換分合計画

の決定手続》、農業振興地域の整備に関する法律第13条の５《土地改良法の準用》、

独立行政法人森林総合研究所法附則第９条第３項の規定により独立行政法人緑資源

機構法を廃止する法律の施行後もなおその効力を有するものとされる廃止前の独立

行政法人緑資源機構法第17条《土地改良法の準用》、独立行政法人森林総合研究所

法附則第11条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律の施行

後もなおその効力を有するものとされる森林開発公団法の一部を改正する法律附則

第８条の規定による廃止前の農用地整備公団法第24条《土地改良法の準用》並びに

農住組合法第11条《土地改良法の準用》において準用する場合を含む。）の規定に

より公告があつた交換分合計画において所有権等が移転等をする日として定められ

ている日 

⑷ ・・・・・ 

 

 

措置法第３４条の２《特定住宅地造成事業等のために土地等を 
譲渡した場合の譲渡所得の特別控除》関係 

 

 

（２以上の年に譲渡している場合の措置法第34条との適用関係） 

34の２－19 措置法第34条の２第２項第１号、第７号から第11号の２までの規定に該当する

 

 

⑶ 資産について土地改良法、農業振興地域の整備に関する法律、独立行政法人緑資

源機構法又は農住組合法による交換分合が行われた場合 土地改良法第98条第10項

又は第99条第12項《土地改良区の交換分合計画の決定手続》（同法第100条第２項《農

業協同組合等の交換分合計画の決定手続》及び第100条の２第２項《市町村の交換分

合計画の決定手続》、農業振興地域の整備に関する法律第13条の５《土地改良法の

準用》、独立行政法人緑資源機構法第17条《土地改良法の準用》並びに農住組合法

第11条《土地改良法の準用》において準用する場合を含む。）の規定により公告が

あつた交換分合計画において所有権等が移転等をする日として定められている日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ ・・・・・ 

 

 

措置法第３４条の２《特定住宅地造成事業等のために土地等を 
譲渡した場合の譲渡所得の特別控除》関係 

 

 

（２以上の年に譲渡している場合の措置法第34条との適用関係） 

34の２－19 措置法第34条の２第２項第１号、第７号から第11号までの規定に該当する買取
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改     正     後 改    正    前 

買取りが行われた場合において当該買取りが同法第34条第２項第１号に掲げる場合にも該

当する場合、・・・・・。 

 

 
措置法第３７条《特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得

の課税の特例》関係 
 
 

（仮換地に係る面積制限） 

37－11の５ 土地区画整理法（新都市基盤整備法及び大都市地域住宅等供給促進法におい

て準用する場合を含む。）又は土地改良法（独立行政法人森林総合研究所法附則第９

条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律の施行後もなおその

効力を有するものとされる廃止前の独立行政法人緑資源機構法又は独立行政法人森林

総合研究所法附則第11条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法

律の施行後もなおその効力を有するものとされる森林開発公団法の一部を改正する法

律附則第８条の規定による廃止前の農用地整備公団法において準用する場合を含む。）

による仮換地の指定を受けた土地を譲渡し、又は取得した場合における措置法第37条

第１項の規定の適用については、・・・・・。 

 

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の事業用の判定） 

37－21の２ 土地区画整理法による土地区画整理事業、新都市基盤整備法による土地整

理、大都市地域住宅等供給促進法による住宅街区整備事業、土地改良法による土地改

良事業、独立行政法人森林総合研究所法附則第９条第１項に規定する業務のうち独立

行政法人緑資源機構法を廃止する法律による廃止前の独立行政法人緑資源機構法第11

条第１項第７号イ《業務の範囲》の事業又は独立行政法人森林総合研究所法附則第11

条第１項に規定する業務のうち森林開発公団法の一部を改正する法律附則第８条の規

定による廃止前の農用地整備公団法第19条第１項第１号イ《業務の範囲》の事業の施

行地区内にある従前の宅地又は従前の土地（当該宅地又は土地の上に存する権利を含

むものとし、以下この項及び次項において「従前の宅地等」という。）を譲渡した場

合（換地処分により譲渡した場合を除く。）において、・・・・・。 

りが行われた場合において当該買取りが同法第34条第２項第１号に掲げる場合にも該当す

る場合、・・・・・。 

 

 

措置法第３７条《特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得

の課税の特例》関係 
 
 

（仮換地に係る面積制限） 

37－11の５ 土地区画整理法（新都市基盤整備法及び大都市地域住宅等供給促進法におい

て準用する場合を含む。）又は土地改良法（独立行政法人緑資源機構法において準用

する場合を含む。）による仮換地の指定を受けた土地を譲渡し、又は取得した場合に

おける措置法第37条第１項の規定の適用については、・・・・・。 

 

 

 

 

 

 

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の事業用の判定） 

37－21の２ 土地区画整理法による土地区画整理事業、新都市基盤整備法による土地整

理、大都市地域住宅等供給促進法による住宅街区整備事業、土地改良法による土地改

良事業又は独立行政法人緑資源機構法第11条第１項第７号イ《業務の範囲》の事業の

施行地区内にある従前の宅地又は従前の土地（当該宅地又は土地の上に存する権利を

含むものとし、以下この項及び次項において「従前の宅地等」という。）を譲渡した

場合（換地処分により譲渡した場合を除く。）において、・・・・・。 
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改     正     後 改    正    前 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

 

（仮換地等の指定後において取得した土地等の事業用の判定等） 

37－21の３ 土地区画整理法（新都市基盤整備法及び大都市地域住宅等供給促進法において準

用する場合を含む。）又は土地改良法（独立行政法人森林総合研究所法附則第９条第３項

の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律の施行後もなおその効力を有

するものとされる廃止前の独立行政法人緑資源機構法又は独立行政法人森林総合研究

所法附則第11条第３項の規定により独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律の施行

後もなおその効力を有するものとされる森林開発公団法の一部を改正する法律附則第

８条の規定による廃止前の農用地整備公団法において準用する場合を含む。）による仮

換地等の指定があった後において取得した従前の宅地等が、・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

・・・・・。 

 

 

措置法第３７条の９の２《認定事業用地適正化計画の事業用地

の区域内にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特

例》関係 
 
 

（民間都市開発推進機構からの譲受けの契約方式） 

37の９の２－５ 措置法第37条の９の２第１項第２号に規定する所有隣接土地等の譲渡

及び民間都市開発推進機構（公益財団法人であるものに限る。以下37の９の２－７ま

でにおいて同じ。）からの土地建物等の譲受けの方法は、・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・ 

イ ・・・・・。 

ロ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

 

（仮換地等の指定後において取得した土地等の事業用の判定等） 

37－21の３ 土地区画整理法（新都市基盤整備法及び大都市地域住宅等供給促進法において準

用する場合を含む。）又は土地改良法（独立行政法人緑資源機構法において準用する場合を

含む。）による仮換地等の指定があった後において取得した従前の宅地等が、・・・・・。 

 

 

 

 

 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

・・・・・。 

 
 

措置法第３７条の９の２《認定事業用地適正化計画の事業用地

の区域内にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課税の特

例》関係 
 
 

（民間都市開発推進機構からの譲受けの契約方式） 

37の９の２－５ 措置法第37条の９の２第１項第２号に規定する所有隣接土地等の譲渡

及び民間都市開発推進機構からの土地建物等の譲受けの方法は、・・・・・。 

 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・ 

イ ・・・・・。 

ロ ・・・・・。 
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改     正     後 改    正    前 

(注) 「公益財団法人」とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律

第48号）第２条第１号に規定する一般財団法人であって公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第４条の認定を受けたもの及び一般

社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第

40条第１項に規定する一般財団法人で同法第106条第１項による移行の登記をした法

人をいう。 

 

 

措置法第３９条《相続財産に係る譲渡所得の課税の特例》関係 
 
 

（換地処分等により取得した資産を譲渡した場合） 

39－３ ・・・・・、当該課税価格の計算の基礎に算入された資産につき土地区画整理法

による土地区画整理事業、新都市基盤整備法による土地整理、大都市地域住宅等供給

促進法による住宅街区整備事業、土地改良法による土地改良事業、独立行政法人森林

総合研究所法附則第９条第１項に規定する業務のうち独立行政法人緑資源機構法を廃

止する法律による廃止前の独立行政法人緑資源機構法第11条第１項第７号イ《業務の

範囲》の事業、独立行政法人森林総合研究所法附則第11条第１項に規定する業務のう

ち森林開発公団法の一部を改正する法律附則第８条の規定による廃止前の農用地整備

公団法第19条第１項第１号イ《業務の範囲》の事業、都市再開発法による市街地再開

発事業、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律による防災街区整備

事業又はマンションの建替えの円滑化等に関する法律によるマンション建替事業が施

行された場合において取得した換地取得資産、変換取得資産、対償取得資産、防災変

換取得資産、施行再建マンションに関する権利を取得する権利又は当該施行再建マン

ションに係る敷地利用権を譲渡したときも、・・・・・。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置法第３９条《相続財産に係る譲渡所得の課税の特例》関係 
 
 

（換地処分等により取得した資産を譲渡した場合） 

39－３ ・・・・・、当該課税価格の計算の基礎に算入された資産につき土地区画整理法

による土地区画整理事業、新都市基盤整備法による土地整理、大都市地域住宅等供給促

進法による住宅街区整備事業、土地改良法による土地改良事業、独立行政法人緑資源機

構法第 11 条第１項第７号イ《業務の範囲》の事業、都市再開発法による市街地再開発

事業、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律による防災街区整備事業

又はマンションの建替えの円滑化等に関する法律によるマンション建替事業が施行さ

れた場合において取得した換地取得資産、変換取得資産、対償取得資産、防災変換取得

資産、施行再建マンションに関する権利を取得する権利又は当該施行再建マンションに

係る敷地利用権を譲渡したときも、・・・・・。 
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 改     正     後 改     正     前 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発行者 根拠条項 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ・・・・・、

公有地の拡大

の推進に関す

る法律第17条

第１項第１号

ニに掲げる土

地の譲渡に該

当するものを

除く。) 

 ・・・・・ 土地等の買

取りをする

者 (※の⑵

の法人が買

取りをする

場合には、

その法人に

係る※の⑵

の地方公共

団体の長、

※の⑶、⑷、

⑸又は・・・

・・ 
 

・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

 ⑵ 公益社団法

人（その社員総

会における議

決権の全部が

地方公共団体

により保有さ

れているもの

に限る。）又は

公益財団法人

（その拠出を

された金額の

全額が地方公

共団体により

拠出をされて

いるものに限

る。）のうち次

に掲げる要件

を満たすもの 

 

 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発行者 根拠条項 備    考 

 

 

    

② ・・・・・、

公有地の拡大

の推進に関す

る法律第17条

第１項第１号

ニに掲げる土

地の譲渡を除

く。) 

 ・・・・・ 土地等の買

取りをする

者 (※の⑵

の法人が買

取りをする

場合には、

その法人を

所轄する地

方公共団体

の長、※の

⑶、⑷、⑸

又は・・・・・

 
 

・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

 ⑵ 民法第34条

の規定により

設立された法

人のうち次に

掲げる要件を

満たすもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ その出資

金額又は拠

出をされた

金額の全額

が地方公共

団体により

出資又は拠 
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 改     正     後 改     正     前 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ ・・・・・。

  ロ 当 該 地 方

 公共団体の

管理の下に

イに規定す

る業務を行

っているこ

と。 

 ⑶ ・・・・・同

法第 13 条の２

第１項に規定

する沿道整備

推進機構（公益

社団法人（その

社員総会にお

ける議決権の

総数の２分の

１以上の数が

地方公共団体

により保有さ

れているもの

に限る。）又は

公益財団法人

（その設立当

初において拠

出をされた金

額の２分の１

以上の金額が

地方公共団体

により拠出を

されているも

のに限る。）で

あって、その定

款において、そ

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出をされて

いること。 

  ロ ・・・・・。 

  ハ 当該地方 

 公共団体の

管理の下に

ロに規定す

る業務を行

っているこ 

と。 

 ⑶ ・・・・・同

法第 13 条の２

第１項に規定

する沿道整備

推進機構 
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 改     正     後 改     正     前 

 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発行者 根拠条項 備    考 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  の法人が解散

した場合にそ

の残余財産が

地方公共団体

又は当該法人

と類似の目的

をもつ他の公

益を目的とす

る事業を行う

法人に帰属す

る旨の定めが

あるものに限

る。） 

 ⑷ ・・・・・同

法第300条第１

項に規定する

防災街区整備

推進機構（公益

社団法人（その

社員総会にお

ける議決権の

総数の２分の

１以上の数が

地方公共団体

により保有さ

れているもの

に限る。）又は

公益財団法人

（その設立当

初において拠

出をされた金

額の２分の１

以上の金額が

地方公共団体

 

 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発行者 根拠条項 備    考 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ ・・・・・同

法第300条第１

項に規定する

防災街区整備

推進機構（民法

第34条の規定

により設立さ

れた法人でそ

の設立当初に

おいて拠出を

された金額の

２分の１以上

の金額が地方

公共団体によ

り拠出をされ、

かつ、その寄附

行為又は定款

において、・・・・・ 

 

―
 3

0
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  により拠出を

されているも

のに限る。）で

あって、その定

款において、・・

・・・ 

 ⑸ ・・・・・同

法第51条第１項

に規定する中心

市街地整備推進

機構（公益社団

法人（その社員

総会における

議決権の総数

の２分の１以

上の数が地方

公共団体によ

り保有されて

いるものに限

る。）又は公益

財団法人（その

設立当初にお

いて拠出をさ

れた金額の２

分の１以上の

金額が地方公

共団体により

拠出をされて

いるものに限

る。）であって、

その定款にお

いて、・・・・・

 ⑹ ・・・・・同

法第73条第１

項に規定する

都市再生整備

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑸ ・・・・・同

法第51条第１項

に規定する中心

市街地整備推進

機構(民法第 34

条の規定によ

り設立された

法人でその設

立当初におい

て拠出をされ

た金額の２分

の１以上の金

額が地方公共

団体により拠

出され、かつ、

その寄附行為

又は定款にお

いて、・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑹ ・・・・・同

法第 73 条第１

項に規定する

都市再生整備 

 

―
 3

1
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発行者 根拠条項 備    考 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進法人（公益

社団法人（その

社員総会にお

ける議決権の

総数の２分の

１以上の数が

地方公共団体

により保有さ

れているもの

に限る。）又は

公益財団法人

（その設立当

初において拠

出をされた金

額の２分の１

以上の金額が

地方公共団体

により拠出を

されているも

のに限る。）

であって、その

定 款 に お い

て、・・・・・ 

 

 

    

⑦ ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

(ハ) 都市再生

事業の用に

供するため

に買い取っ

た旨を証す

る書類（土

地等の買取 

・・・・・ 

・・・・・ 

土地等の買

取をする者 

・・・・・ ※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。

 ⑵ ・・・・・。

 ⑶ ・・・・・。

 

 

 

 

 

 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発行者 根拠条項 備    考 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  推進法人(民法

第34条の規定

により設立さ

れた法人でそ

の設立当初に

おいて拠出を

された金額の

２分の１以上

の金額が地方

公共団体によ

り拠出をされ、

れ、かつ、その

寄附行為又は

定 款 に お い

て、・・・・・ 

 

 

    

⑦ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) 都市再生

事業の用に

供するため

に買い取っ

た旨を証す

る書類（協

定に基づき

・・・・・ 

・・・・・ 

土地等の買

取をする者

（独立行政

法人都市再

生機構） 

・・・・・ ※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

 ⑵ ・・・・・。 

 ⑶ ・・・・・。 

 

 

 

 

 

―
 3

2
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

 

  りをする者

が独立行政

法人都市再

生機構であ

る 場 合 に

は、当該書

類及び協定

に基づき買

い取ったも

のである旨

を証する書

類) 

   

⑧ ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

(ハ) 都市再生

事業の用に

供するため

に買い取っ

た旨を証す

る書類（土

地等の買取

りをする者

が独立行政

法人都市再

生機構であ

る 場 合 に

は、当該書

類及び協定

に基づき買

い取ったも

のである旨

を証する書

類) 

・・・・・ 

・・・・・ 

土地等の買

取をする者 

・・・・・ ※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。

 ⑵ ・・・・・。

 ⑶ ・・・・・。

 

 

    

 

 

 
  買い取った

ものである

旨を証する

書類) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑧ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) 都市再生

事業の用に

供するため

に買い取っ

た旨を証す

る書類（協

定に基づき

買い取った

ものである

旨を証する

書類) 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

土地等の買

取をする者

（独立行政

法人都市再

生機構） 

 

 

・・・・・ ※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

 ⑵ ・・・・・。 

 ⑶ ・・・・・。 

 

 

    

 
 

―
 3

3
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

 

２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡（措置法第31条の２第３項関係） 

 ⑴ 確定優良住宅地等予定地の対象となる譲渡 

区   分 添付すべき証明書類 発行者 備    考 

① ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 

 

 

 

 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

国土交通大

臣又は国土

交通大臣の

指定する一

般社団法人

若しくは一

般財団法人

(※) 

・・・・・ 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

② ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 

 

 

 

 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

国土交通大

臣又は国土

交通大臣の

指定する一

般社団法人

若しくは一

般財団法人 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

 

 

   

 

 

 

 

 
２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡（措置法第31条の２第３項関係） 

 ⑴ 確定優良住宅地等予定地の対象となる譲渡 

区   分 添付すべき証明書類 発行者 備    考 

① ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 

 

 

 

 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

国土交通大

臣又は国土

交通大臣の

指定する民

法第34条の

規定により

設立された

法人(※) 

・・・・・ 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

② ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 

 

 

 

 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

国土交通大

臣又は国土

交通大臣の

指定する民

法第34条の

規定により

設立された

法人 

・・・・・ 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

 

 

   

 

 

―
 3

4
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

別表２ 

収用証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備  考 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

・
・
・
・
・ 

・
・
・
・
・ 

⑪ 国、地方公共

団体、土地改良

区・・・・・ 

 

 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

 

 

 

    

・
・
・
・
・ 

○44  ・・・・・）のた

めに土地その他の資

産を買取られた場合

（51の３に該当する

場合を除く。）（※

１） 

・・・・・ 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※１ ・・・・。

※２ ・・・・・。

     

 

（廃止） 

 

 

 

 

 

 

    

○50  ・・・・・ 

 (イ)  ・・・・・ 

 (ロ)  ・・・・・ 

 (ハ)  ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の６ 

 

50の２ ・・・・・ 

 (イ)  ・・・・・ 

 (ロ)  ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

 

 

別表２ 

収用証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備  考 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

・
・
・
・
・ 

・
・
・
・
・ 

⑪ 国、地方公共

団体、独立行政

法人緑資源機

構、土地改良

区・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

  

 

    

・
・
・
・
・ 

○44 ・・・・・）のた

めに土地その他の資

産を買取られた場合

（52の３に該当する

場合を除く。）（※

１） 

・・・・・ 

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

 

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※１ ・・・・。 

※２ ・・・・・。 

 

 

    

○50  独立行政法人緑資源機

構法第27条第１項におい

て準用する土地改良法第

120条《急迫の際の使用》

の規定に基づいて、当該資

産が収用され又は使用さ

れたとき 

これらの規定

に基づく旨の

証明 

独立行

政法人

緑資源

機構の

長 

措置法33条

１項１号・

２号 

措置法規則

14条５項５

号の６ 

 

○51 ・・・・・ 

 (イ)  ・・・・・ 

 (ロ)  ・・・・・ 

 (ハ)  ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・

措置法規則

14条５項５

号の７ 

 

51の２ ・・・・・ 

 (イ)  ・・・・・ 

 (ロ)  ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・

措置法規則

14条５項５

 

 

―
 3

5
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備  考 

 (ハ)  ・・・・・   号の７  

50の３ ・・・・・又は土

地の上に存する権利（以

下51の３までにおいて

「土地等」という。）が

買い取られた場合 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の８ 

 

○51 ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の９ 

 

51の２ ・・・・・土地区画

整理事業に係る公共施設

の用地に充てるため土地

等が買取られた場合 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の10 

 

51の３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の11 

 

○52  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○53 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

○54 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○55 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○56 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○57 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○58 ・・・・・、土地改良法

又は農地振興地域の整備

に関する法律の・・・・・

・・・・・ ・・・・・、

土地改

良事業

又は農

業振興

・・・・・  

 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備  考 

 (ハ)  ・・・・・   号の８  

51の３ ・・・・・又は土

地の上に存する権利が買

い取られた場合 

 

 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の９ 

 

○52 ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の10 

 

52の２ ・・・・・土地区画

整理事業に係る公共施設の

用地に充てるため土地又は

土地の上に存する権利が買

取られた場合 

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の11 

 

52の３ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

14条５項５

号の12 

 

○53  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○54 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

○55 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○56 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○57 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○58 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

○59 ・・・・・、土地改良法、

独立行政法人緑資源機構

法又は農地振興地域の整

備に関する法律の・・・・・

・・・・・ ・・・・・、

土地改

良 事

業、独

立行政

・・・・・  

 

―
 3

6
 ―

 



 

 改     正     後 改     正     前 

 

  地域の

整備に

関する

法律・

・・・・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○59  ・・・・・ ・・・・・。 

○60 ・・・・・ ・・・・・。 
・
・
・
・
・ 

○61 ・・・・・ (イ) ・・・・・。 

(ロ) ・・・・・。 

(ハ) ・・・・・。 

※ ・・・・・。

・
・
・
・
・ 

○62  

 イ 土地等が①から

50の２まで又は○58

から○61 までに該当

し た こ と に 伴

い、・・・・・ 

 ロ ○54から○57までの

規定又は・・・・・

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※ ・・・・・。

○63 ・・・・・（②から

○49 ま で に 該 当 す

る・・・・・。 

・・・・・。 ・・・・・  

○64 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

・
・
・
・
・ 

○65 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人緑

資源機

構法第

11条第

１項第

７号イ

若しく

は第８

号の事

業又は

農業振

興地域

の整備

に関す

る 法

律・・

・・・

  

○60 ・・・・・ ・・・・・。 

○61 ・・・・・ ・・・・・。 
・
・
・
・
・ 

○62 ・・・・・ (イ) ・・・・・。 

(ロ) ・・・・・。 

(ハ) ・・・・・。 

※ ・・・・・。 

・
・
・
・
・ 

○63  

 イ 土地等が①から

51の２まで又は○59

から○62 までに該当

し た こ と に 伴

い、・・・・・ 

 ロ ○55から○58までの

規定又は・・・・・

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※ ・・・・・。 

○64 ・・・・・（②から

○50 ま で に 該 当 す

る・・・・・。 

・・・・・。 ・・・・・  

○65 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

・
・
・
・
・ 

○66 ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  
 

―
 3

7
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

別表４ 

 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 
 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

    

⑥ ・・・・・（地

方公共団体が

財産を提供し

て設立した特

定の団体（※）

を含む。）に買

い取られる場

合 

・・・・・ ・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・・ ※ ・・・・・。

⑦ ・・・・・幹

線道路の沿道

の整備に関す

る法律第13条

の２第１項に

規定する沿道

整備推進機構

（※１）が同法

第２条第２号

に掲げる・・・・・、

都市計画法第

12条の４第１

項第４号に掲

げる沿道地区

計画の区域内

にある土地等

が、これらの者

に買い取られ

る場合（※２）

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ※１ 沿道整備

推進機構は、公

益社団法人（そ

の社員総会に

おける議決権

の総数の２分

の１以上の数

が地方公共団

体により保有

されているも

のに限る。）又

は公益財団法

人（その設立当

初において拠

出をされた金

額の２分の１

以上の金額が

地方公共団体

により拠出を

 

別表４ 

 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 
 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

    

⑥ ・・・・・（地

方公共団体が

財産を提供し

て設立した特

定の団体（※）

を含む。）又は

成田国際空港

株式会社に買

い取られる場

合 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※ ・・・・・。 

⑦ ・・・・・幹

線道路の沿道

の整備に関す

る法律第13条

の２第１項に

規定する沿道

整備推進機構

が同法第２条

第２号に掲げ

る・・・・・、

都市計画法第

12条の４第１

項第３号に掲

げる沿道地区

計画の区域内

にある土地等

が、これらの者

に買い取られ

る場合（※１）

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・  

 

―
 3

8
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) 緩衝建築物

（※３）の整

備に関する事

業で、・・・・・

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    されているも

のに限る。）で

あって、その

定 款 に お い

て、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のに限る。 

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑧ ・・・・・密

集市街地にお

ける防災街区

の整備の促進

に関する法律

第300条第１項

に規定する防

災街区整備推

進機構（※１）

が同法第２条

第２号に掲げ

る・・・・・、こ

れらの者に買

い取られる場

合（※２） 

 (イ) ・・・・・

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ※１ 防災街区

整備推進機構

は、公益社団法

人（その社員総

会における議

決権の総数の

２分の１以上

の数が地方公

共団体により

保有されてい

る も の に 限

る。）又は公益

財団法人（その

設立当初にお

いて拠出をさ

れた金額の２

 

 
 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) 緩衝建築物

（※２）の整

備に関する事

業で、・・・・・

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

⑧ ・・・・・密

集市街地にお

ける防災街区

の整備の促進

に関する法律

第300条第１項

に規定する防

災街区整備推

進機構が同法

第２条第２号

に掲げる・・・・・、

これらの者に

買い取られる

場合（※１） 

 

 (イ) ・・・・・

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・  

 

―
 3

9
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) 延焼防止建

築物（※３）

の整備に関す

る事業で、・・

・・・ 

  Ａ ・・・・・。

  Ｂ ・・・・・。

   分の１以上の

金額が地方公

共団体により

拠出をされて

いるものに限

る。）であっ

て、その定款

において、そ

の法人が解散

した場合にそ

の残余財産が

地方公共団体

又は当該法人

と類似の目的

をもつ他の公

益を目的とす

る事業を行う

法人に帰属す

る旨の定めが

あるものに限

る。 

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑨ ・・・・・中

心市街地の活

性化に関する

法律第51条第

１項に規定す

る中心市街地

整備推進機構

（※１）が同法

第16条第１項

に 規 定 す

る・・・・・、こ

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ※１ 中心市街

地整備推進機

構は、公益社

団法人（その社

員総会におけ

る議決権の総

数の２分の１

以上の数が地

方公共団体に

より保有され

ているものに

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) 延焼防止建

築物（※２）

の整備に関す

る事業で、・・

・・・ 

  Ａ ・・・・・。

  Ｂ ・・・・・。

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

⑨ ・・・・・中

心市街地の活

性化に関する

法律第51条第

１項に規定す

る中心市街地

整備推進機構

が同法第16条

第１項に規定

する・・・・・、

これらの者に

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・  

 

―
 4

0
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
れらの者に買

い取られる場

合（※２） 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) ・・・・・

   限る。）又は公

益財団法人（そ

の設立当初に

おいて拠出を

された金額の

２分の１以上

の金額が地方

公共団体によ

り拠出をされ

ているものに

限る。）であっ

て、その定款

において、そ

の法人が解散

した場合にそ

の残余財産が

地方公共団体

又は当該法人

と類似の目的

をもつ他の公

益を目的とす

る事業を行う

法人に帰属す

る旨の定めが

あるものに限

る。 

※２ ・・・・・。

⑩ ・・・・・景

観法第92条第

１項に規定す

る景観整備機

構（※１）が同

法第８条第１

項 に 規 定 す

る・・・・・、こ

れらの者に買

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 

 Ｂ ・・・・・ 

・・・・・ 

 

当該地方公

共団体の長 

・・・・・ 

・・・・・ ※１ 景観整備

機構は、公益

社団法人（その

社員総会にお

ける議決権の

総数の２分の

１以上の数が

地方公共団体

により保有さ

 

 
買い取られる

場合（※） 

 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) ・・・・・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ・・・・・。 

⑩ ・・・・・景

観法第92条第

１項に規定す

る景観整備機

構が同法第８

条第１項に規

定する・・・・・、

これらの者に

買い取られる

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 

 Ｂ ・・・・・

・・・・・ 

 

地方公共団

体の長 

・・・・・ 

・・・・・  

 

―
 4

1
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

い取られる場

合（※２） 

 

   れているもの

に限る。）又は

公益財団法人

（その設立当

初において拠

出をされた金

額の２分の１

以上の金額が

地方公共団体

により拠出を

されているも

のに限る。）で

あって、その

定 款 に お い

て、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のに限る。 

※２ ・・・・・。

⑪ ・・・・・都

市再生特別措

置法第73条第

１項に規定す

る都市再生整

備推進法人（※ 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ※１ 都市再生

整備推進法人

は、公益社団法

人（その社員総

会における議

決権の総数の

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

場合（※） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ・・・・・。 

⑪ ・・・・・都

市再生特別措

置法第73条第

１項に規定す

る都市再生整

備推進法人が

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・  

 

―
 4

2
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
 １）が同法第46

条第１項に規

定する・・・・・、

これらの者に

買い取られる

場合（※２） 

   ２分の１以上

の数が地方公

共団体により

保有されてい

る も の に 限

る。）又は公益

財団法人（その

設立当初にお

いて拠出をさ

れた金額の２

分の１以上の

金額が地方公

共団体により

拠出をされて

いるものに限

る。）であっ

て、その定款

において、そ

の法人が解散

した場合にそ

の残余財産が

地方公共団体

又は当該法人

と類似の目的

をもつ他の公

益を目的とす

る事業を行う

法人に帰属す

る旨の定めが

あるものに限

る。 

※２ ・・・・・。

11の２ 地方公共

団体又は地域に

おける歴史的風

致の維持及び向

(イ) 当該事業が左

欄に掲げる事業

である旨を証す

る書類 

地方公共団

体の長 

 

 

措置法 34 条

の２ ２項

11号の２ 

措置法規則

※１ 歴史的風

致維持向上支

援法人は、公

益社団法人（そ

 

 
 同法第46条第

１項に規定す

る・・・・・、

これらの者に

買い取られる

場合（※） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ・・・・・。 

（新設） 

 

 

 

    

 

―
 4

3
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

上に関する法律

第34条第１項に

規定する歴史的

風致維持向上支

援法人（※１）

が同法第12条第

１項に規定する

認定重点区域に

おける同法第８

条に規定する認

定歴史的風致維

持向上計画に記

載された公共施

設又は公用施設

の整備に関する

事業の用に供す

るために、当該

認定重点区域内

にある土地等

が、これらの者

に買い取られる

場合（※２） 

(ロ) 次に掲げる場

合の区分に応じ

それぞれ次に掲

げる書類 

Ａ 当該土地等

の買取りをす

る者が地方公

共団体である

場合 当該土

地等を当該事

業の用に供す

るために買い

取ったもので

ある旨を証す

る書類 

Ｂ 当該土地等

の買取りをす

る者が歴史的

風致維持向上

支援法人であ

る場合 当該

土地等を当該

事業の用に供

するために買

い取ったもの

である旨及び

当該土地等の

買取りをする

者が当該歴史

的風致維持向

上支援法人で

ある旨を証す

る書類 

 

 

 

 

当該地方公

共団体の長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該歴史的

風致維持向

上支援法人

を歴史的風

致の維持及

び向上に関

する法律第

34条第１項

の規定によ

り指定した

市町村長又

は特別区の

区長 

1 7 条 の ２

 １項14号

の社員総会に

おける議決権

の総数の２分

の１以上の数

が地方公共団

体により保有

されているも

のに限る。）又

は公益財団法

人（その設立当

初において拠

出をされた金

額の２分の１

以上の金額が

地方公共団体

により拠出を

されているも

のに限る。）で

あって、その

定 款 に お い

て、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のに限る。 

※２ 当該事業

 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

―
 4

4
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
    が当該歴史的

風致維持向上

支援法人によ

り行われるも

のである場合

には、地方公共

団体の管理の

下に行われる

ものに限る。 

⑫ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 Ｃ ・・・・・ 

  (Ａ) ・・・・・ 

  (Ｂ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項 15 号

※１ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・。

 ⑵ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

⑬ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・。

 (ロ) ・・・・・。

 (ハ) ・・・・・。

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

 (ニ) ・・・・・。

 (ホ) ・・・・・

 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項16号 

※１ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・

  イ ・・・・・。

  ロ ・・・・・。

  ハ ・・・・・。

 ⑵ 中小小売

商業振興法

第４条第６

項に規定す

る一般社団

法人等であ

って、その

定款におい

て、その法

人が解散し

た場合にそ

の残余財産

が地方公共

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

⑫ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 (ハ) 岩手県の

 作成した北

上中部地区

の開発に関

する計画 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

 Ｃ ・・・・・

  (Ａ) ・・・・・

  (Ｂ) ・・・・・

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項14号 

※１ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

 ⑵ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

⑬ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・。

 (ロ) ・・・・・。

 (ハ) ・・・・・。

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

 (ニ) ・・・・・。

 (ホ) ・・・・・

 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項15号 

※１ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

  イ ・・・・・。 

  ロ ・・・・・。 

  ハ ・・・・・。 

 ⑵ 中小小売

商業振興法

第４条第６

項に規定す

る公益法人

のうち次に

掲げる要件

のいずれか

を満たすも

の 

  イ その拠

出をされ

た金額の 

 

―
 4

5
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    団体又は当

該法人と類

似の目的を

もつ他の公

益を目的と

する事業を

行う法人に

帰属する旨

の定めがあ

るもののう

ち、次に掲

げる要件の

いずれかを

満たすもの

  イ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の３分

の１を超

える数が

地方公共

団体によ

り保有さ

れている

公益社団

法人であ

ること。

  ロ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の４分

の１以上

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    ３分の１

を超える

金額が２

以上の地

方公共団

体により

拠出をさ

れている

こと。 

  ロ その拠

出をされ

た金額の

４分の１

以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
 4

6
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
    の数が一

の地方公

共団体に

より保有

されてい

る公益社

団法人で

あ る こ

と。 

  ハ その拠

出をされ

た金額の

３分の１

を超える

金額が地

方公共団

体により

拠出をさ

れている

公益財団

法人であ

ること。

  ニ その拠

出をされ

た金額の

４分の１

以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

る公益財

団法人で

あ る こ

と。 

 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
 4

7
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    ※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・。

 ⑵ ・・・・・。

 ⑶ ・・・・・。

13の２ ・・・・・

 (イ) ・・・・・。

 (ロ) ・・・・・。

 (ハ) ・・・・・。

 (ニ) ・・・・・。

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

 (ホ) ・・・・・

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項17号 

※１ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・

  イ ・・・・・。

  ロ ・・・・・。

  ハ ・・・・・。

 ⑵ 中心市街

地活性化法

第７条第７

項第７号に

掲げる一般

社団法人等

であって、

その定款に

おいて、そ

の法人が解

散した場合

にその残余

財産が地方

公共団体又

は当該法人

と類似の目

的をもつ他

の公益を目

的とする事

業を行う法

人に帰属す

る旨の定め

があるもの

のうち、次

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    ※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

 ⑵ ・・・・・。 

 ⑶ ・・・・・。 

13の２ ・・・・・

 (イ) ・・・・・。

 (ロ) ・・・・・。

 (ハ) ・・・・・。

 (ニ) ・・・・・。

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

 (ホ) ・・・・・

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項16号

※１ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

  イ ・・・・・。 

  ロ ・・・・・。 

  ハ ・・・・・。 

 ⑵ 中心市街

地活性化法

第７条第７

項第７号に

掲げる公益 

法人のうち、

次に掲げる

要件のいず

れかを満た

すもの 

  イ その拠

出をされ

た金額の

３分の１

を超える

金額が２

以上の地

方公共団

体により

拠出をさ

れている

こと。 

  ロ その拠

出をされ 

 

―
 4

8
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
      に掲げる要

件のいずれ

かを満たす

もの 

イ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の３分

の１を超

える数が

地方公共

団体によ

り保有さ

れている

公益社団

法人であ

ること。

  ロ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の４分

の１以上

の数が一

の地方公

共団体に

より保有

されてい

る公益社

団法人で

あ る こ

と。 

  ハ その拠

出をされ

た金額の

 

 
    た 額 の ４

分 の １ 以

上 の 金 額

が 一 の 地

方 公 共 団

体 に よ り

拠 出 を さ

れ て い る

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
 4

9
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    ３分の１

を超える

金額が地

方公共団

体により

拠出をさ

れている

公益財団

法人であ

ること。

  ニ その拠

出をされ

た金額の

４分の１

以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

る公益財

団法人で

あ る こ

と。 

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・。

 ⑵ ・・・・・。

 ⑶ ・・・・・。

13の３ ・・・・・

 (イ) ・・・・・。

 (ロ) ・・・・・。

  Ａ ・・・・・。

  Ｂ ・・・・・。

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項18号 

※１ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・

  イ ・・・・・

若しくは

出資金額

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

 ⑵ ・・・・・。 

 ⑶ ・・・・・。 

13の３ ・・・・・

 (イ) ・・・・・。

 (ロ) ・・・・・。

  Ａ ・・・・・。

  Ｂ ・・・・・。

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項17号

※１ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

  イ ・・・・・

若しくは

出資金額 

 

―
 5

0
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
  Ｃ ・・・・・。

 (ハ) ・・・・・

   の３分の

２以上が

地方公共

団体によ

り所有さ

れ若しく

は・・・・・。

 

 

 

  ロ ・・・・・。

  ハ ・・・・・。

 ⑵ 公益社団

法人又は公

益財団法人

であって、

その定款に

おいて、そ

の法人が解

散した場合

にその残余

財産が地方

公共団体又

は当該法人

と類似の目

的をもつ他

の公益を目

的とする事

業を行う法

人に帰属す

る旨の定め

があるもの

のうち、次

に掲げる要

件のいずれ

かを満たす

 

 
  Ｃ ・・・・・。

 (ハ) ・・・・・

   の３分の

２以上が

地方公共

団体若し

くは日本

政策投資

銀行によ

り所有さ

れ若しく

は・・・・・。 

  ロ ・・・・・。 

  ハ ・・・・・。 

 ⑵ 民法第34

条の規定に

より設立さ

れた法人の

うち、次の

要件のいず

れかを満た

すもの 

  イ その拠

出をされ

た金額の

３分の１

を超える

金額が２

以上の地

方公共団

体により

拠出をさ

れている

こと。 

  ロ その拠

出をされ

た金額の

４分の１ 

 

―
 5

1
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    もの 

  イ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の３分

の１を超

える数が

地方公共

団体によ

り保有さ

れている

公益社団

法人であ

ること。

  ロ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の４分

の１以上

の数が一

の地方公

共団体に

より保有

されてい

る公益社

団法人で

あ る こ

と。 

  ハ その拠

出をされ

た金額の

３分の１

 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
 5

2
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
    を超える

金額が地

方公共団

体により

拠出をさ

れている

公益財団

法人であ

ること。

  ニ その拠

出をされ

た金額の

４分の１

以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

る公益財

団法人で

あ る こ

と。 

※２ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・。

  イ ・・・・・

  ロ ・・・・・

 ⑵ ・・・・・。

 ⑶ ・・・・・。

 ⑷ ・・・・・。

⑭ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項19号 

※ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・。

 ⑵ ・・・・・。

⑮ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・。

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

※ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・

 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

  イ ・・・・・ 

  ロ ・・・・・ 

 ⑵ ・・・・・。 

 ⑶ ・・・・・。 

 ⑷ ・・・・・。 

⑭ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項18号 

※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・。 

 ⑵ ・・・・・。 

⑮ ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・。

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

 

―
 5

3
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 (ロ) ・・・・・。   1 7 条 の ２

 １項20号 

 ⑵ 公益社団

法人又は公

益財団法人

であって、

その定款に

おいて、そ

の法人が解

散した場合

にその残余

財産が地方

公共団体又

は当該法人

と類似の目

的をもつ他

の公益を目

的とする事

業を行う法

人に帰属す

る旨の定め

があるもの

のうち、次

に掲げる要

件のいずれ

かを満たす

もの 

  イ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の２分

の１以上

の数が地

方公共団

体により

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 (ロ) ・・・・・。   1 7 条 の ２

 １項19号 

 ⑵ 民法第34

条の規定に

より設立さ

れた法人の

うち、次に

掲げる要件

のいずれか

を満たすも

の 

  イ その拠

出をされ

た金額の

２分の１

以上の金

額が地方

公共団体

により拠

出をされ

ているこ

と。 

  ロ その拠

出をされ

た金額の

４分の１

以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

ること。 

 

 

 

―
 5

4
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
       保有され

ている公

益社団法

人である

こと。 

  ロ その社

員総会に

おける議

決権の総

数の４分

の１以上

の数が一

の地方公

共団体に

より保有

されてい

る公益社

団法人で

あ る こ

と。 

  ハ その拠

出をされ

た金額の

２分の１

以上の金

額が地方

公共団体

により拠

出をされ

ている公

益財団法

人である

こと。 

  ニ その拠

出をされ

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
 

―
 5

5
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    た金額の

４分の１

以上の金

額が一の

地方公共

団体によ

り拠出を

されてい

る公益財

団法人で

あ る こ

と。 

⑯ ・・・・・ 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項21号 

 

⑰ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項22号 

 

⑱ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項23号 

 

⑲ ・・・・・そ

の他法人税法

別表第１に掲

げる法人で・・

・・・ 

(イ) ・・・・・そ

の他法人税法

別表第１に掲

げる法人で・・ 

 ・・・ 

 (ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項24号 

※ ・・・・・。

⑳ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 

2 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

⑯ ・・・・・ 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項20号 

 

⑰ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項21号 

 

⑱ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項22号 

 

⑲ ・・・・・そ

の他法人税法

別表第１第１

号に掲げる法

人で・・・・・

(イ) ・・・・・そ

の他法人税法

別表第１第１

号に掲げる法

人で・・・・・

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項23号 

※ ・・・・・。 

⑳ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 

 

―
 5

6
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
    １項25号 

イ 

 

20の２ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項25号

ロ 

※１ ・・・・・、

国、地方公共

団体、措置法

第34条の２第

２項第９号に

規定する中心

市街地整備推

進 機 構 及

び・・・・・。

※２ ・・・・・。

○21 ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

  Ｄ ・・・・・

  Ｅ ・・・・・

 (ハ) ・・・・・

 (ニ) ・・・・・

 (ホ) ・・・・・

 (ヘ) ・・・・・

(イ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項26号 

※１ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

※４ ・・・・・。

※５ ・・・・・。

※６ ・・・・・。

※７ ・・・・・。

※８ ・・・・・。

○22 ・・・・・。 (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項27号 

※ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・

 ⑵ ・・・・・

○23 ・・・・・  ・・・・・ 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項28号 

※ ・・・・・。

 ⑴ ・・・・・

 ⑵ ・・・・・

○24 ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

 

 

 
    １項24号

イ 

 

20の２ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項24号

ロ 

※１ ・・・・・、

国、地方公共

団体、中心市

街地活性化法

第51条第１項

に規定する中

心市街地整備

推 進 機 構 及

び・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

○21 ・・・・・ 

 (イ) ・・・・・

 (ロ) ・・・・・

  Ａ ・・・・・

  Ｂ ・・・・・

  Ｃ ・・・・・

  Ｄ ・・・・・

  Ｅ ・・・・・

 (ハ) ・・・・・

 (ニ) ・・・・・

 (ホ) ・・・・・

 (ヘ) ・・・・・

(イ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項25号 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

※５ ・・・・・。 

※６ ・・・・・。 

※７ ・・・・・。 

※８ ・・・・・。 

○22 ・・・・・。 (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項26号 

※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

 ⑵ ・・・・・ 

○23 ・・・・・  ・・・・・ 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項27号

※ ・・・・・。 

 ⑴ ・・・・・ 

 ⑵ ・・・・・ 

○24 ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法規則

 

 

―
 5

7
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

   1 7 条 の ２

 １項29号 

 

○25 ・・・・・、

同項に規定す

る農地保有合

理化法人（※

１）に買い取ら

れる場合 

(イ) ・・・・・の

規定による通

知をしたこと

を証する書類

（※２） 

(ロ) ・・・・・ 

(ハ) 当該土地等の

買取りをする者

が農地保有合理

化法人に該当す

る旨を証する書

類（買取りをす

る者が一般社団

法人又は一般財

団法人である場

合に限る。） 

・・・・・ 

 

 

 

 

・・・・・ 

都道府県知

事 

・・・・・ 

措置法令22

条の８ 33

項 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項30号 

※１ 農地保有

合理化法人が

一般社団法人

又は一般財団

法人である場

合には、公益

社団法人（そ

の社員総会に

おける議決権

の総数の２分

の１以上の数

が地方公共団

体により保有

されているも

のに限る。）又

は公益財団法

人（その設立

当初において

拠出をされた

金額の２分の

１以上の金額

が地方公共団

体により拠出

をされている

のに限る。）で

あって、その

定 款 に お い

て、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

   1 7 条 の ２

 １項28号 

 

○25 ・・・・・、

同項に規定す

る農地保有合

理化法人に買

い取られる場

合 

(イ) ・・・・・の

規定による通

知をしたこと

を証する書類

（※） 

(ロ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

 

措置法規則

1 7 条 の ２

 １項29号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―
 5

8
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
     該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のに限る。 
※２・・・・・。

 
 
 
 
 
 
別表５ 

 

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 
 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

    

④ 農業経営基

盤強化促進法

第４条第２項

《定義》に規定

する農地保有

合 理 化 法 人

（ ※ ） に 対

し、・・・・・

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

  (Ａ) ・・・・・ 

  (Ｂ) ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

  (Ａ) ・・・・・ 

  (Ｂ) ・・・・・ 

(ハ) 当該農地等の

買入れをする者

が農地保有合理

化法人に該当す

る旨を証する書 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

都道府県知

事 

・・・・・ 

措置法令 22

条の９ １

項１号 

・・・・・ 

※ 農地保有合

理化法人が一

般社団法人又

は一般財団法

人である場合

には、公益社団

法人（その社員

総会における

議決権の総数

の２分の１以

上の数が地方

公共団体によ

り保有されて
 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

※ ・・・・・。 

 
 
 
 
 
 
別表５ 

 

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 
 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

    

④ 農業経営基

盤強化促進法

第４条第２項

《定義》に規定

する農地保有

合理化法人に

対し、・・・・・

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

  (Ａ) ・・・・・

  (Ｂ) ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

  (Ａ) ・・・・・

  (Ｂ) ・・・・・

 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

措置法令 22

条の９ １

号 

・・・・・ 

 

 

―
 5

9
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 類（買入れを

する者が一般

社団法人又は

一般財団法人

である場合に

限る。） 

 

  いるものに限

る。）又は公益

財団法人（その

設立当初にお

いて拠出をさ

れた金額の２

分の１以上の

金額が地方公

共団体により

拠出をされて

いるものに限

る。）であって、

その定款にお

いて、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のに限る。 

⑤ ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・ 

 Ｂ ・・・・・ 

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法令 22

条の９ １

項２号 

・・・・・ 

※ ・・・・・。

 

 

    

 
 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

 Ａ ・・・・・

 Ｂ ・・・・・

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

措置法令 22

条の９ ２

号 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

 

 

    

 
 

―
 6

0
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
（廃止）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑪ 土地等(※１)

につき独立行

政法人緑資源

機構法第11条

第１項第７号

イ《業務の範

囲》の事業(※

２)が施行され

た場合におい

て、当該土地等

に係る換地処

分により同法

第16条第２項

《換地計画》に

おいて準用す

る土地改良法

第54条の２第

４項《換地処分

の効果及び清

算金》に規定す

る清算金(当該

土地等につい

て、独立行政法

人緑資源機構

法第15条第６

項《特定地域整

備事業実施計

画》において準

用する土地改

良法第８条第

５項第２号《審

査及び公告等》

に規定する施

設の用若しく

は同項第３号

に規定する農

左の事業に係る

特定地域整備事

業実施計画にお

いて準用する土

地改良法第８条

第５項第２号若

しくは第３号《審

査及び公告等》に

掲げる要件を満

たす同項の非農

用地区域を定め、

又は独立行政法

人緑資源機構法

第16条第２項に

おいて準用する

土地改良法第53

条の３の２第１

項第１号に規定

する農用地に供

することを予定

する土地を定め

ている旨及び清

算金の支払いを

した旨を証する

書類 

 

独立行政法

人緑資源機

構の長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置法34条

の３ ２項

７号 

措置法規則

18条４項11

号 

※１ 「土地等」

とは、独立行

政法人緑資源

機構法第11条

第１項第７号

イに規定する

農用地及び農

用地の上に存

する権利に限

る。また、「農

用地」とは、

耕作の目的又

は主として家

畜の放牧の目

的若しくは養

畜の業務のた

めの採草の目

的に供される

土地をいう。 

※２ 農用地の

改良又は保全

のために必要

な区画整理、

客土、暗きょ

排水又はこれ

らに準ずる事

業(これらの

事業と併せて

行う農用地間

における地目

変更の事業を

含む。)をい

う。 

 

―
 6

1
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

用地以外の用

途に供する土

地又は独立行

政法人緑資源

機構法第16条

第２項におい

て準用する土

地改良法第53

条の３の２第

１項第１号に

規定する農用

地に供するこ

とを予定する

土地に充てる

ため独立行政

法人緑資源機

構法第16条第

２項において

準用する土地

改良法第53条

の２の２第１

項《換地を定め

ない場合等の

特例》の規定に

より、地積を特

に減じて換地

若しくは当該

権利の目的と

なるべき土地

若しくはその

部分を定めた

こと又は換地

若しくは当該

権利の目的と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

―
 6

2
 ―

 



 

 

改     正     後 改     正     前 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

⑪ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

７号 

措置法規則

18条４項11

号 

 

⑫ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

８号 

措置法規則

18条４項12

号 

※ ・・・・・。

⑬ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

９号 

措置法規則

18条４項13

号 

 

⑭ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

10号 

措置法規則

18条４項14

号 

 

 

 
なるべき土地

若しくはその

部分が定めら

れなかったこ

とにより支払

われるものに

限る。)を取得

するとき 

    

⑫ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

８号 

措置法規則

18条４項12

号 

 

⑬ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

９号 

措置法規則

18条４項13

号 

※ ・・・・・。 

⑭ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

10号 

措置法規則

18条４項14

号 

 

⑮ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

11号 

措置法規則

18条４項15

号 

 

 

―
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3
 ―

 




